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は じ め に

我が国の水道は、国民生活及び社会経済活動を支える基盤施設として、97％を超える高普及率を

達成し、全国どこでも安心して蛇口の水を直接飲むことができる、世界に冠たる水道となっている。

しかしながら、現在、全国の水道事業体の経営状況は、いくぶん回復の兆しは見えるもののなお

予断を許さない厳しいものがある。日本の総人口が現在に比べて 2050 年には２～３割程度減少す

るという予測も喧伝されている中で、将来的に料金収入の伸びが期待できない経営環境の下、さら

なる経営努力が求められている。

現在、多くの水道事業体では、昭和30年代から40年代の高度成長期に整備した施設によって運

営されている。これらの施設は既に 40～50 年を経過し、更新時期を迎えている。施設の更新事業

は、水道料金収入の増加に直接結びつくものではなく、短期的に水道事業経営を圧迫することとな

る。 
さらに、いわゆる 2007 年問題として話題になったベテラン職員の大量退職により、水道技術が

継承されず失われることが危惧されており、水道事業体として水道固有の技術をどのように次世代

に継承していくかが今後の大きな課題となっている。

平成 16 年６月に発表された水道ビジョンでは、これらの課題を解決していくための施策として

経営・技術の両面にわたる運営基盤の強化が挙げられており、その対応策の一つとして、従来行っ

てきた施設の一体化による広域化に加え、経営の一体化、管理の一体化などを含めた「新たな概念

の水道広域化の推進」が示されている。

この「水道広域化検討の手引き」は、新たな概念の水道広域化推進のため、様々な広域化の選択

肢の中から、地域の実情に応じた最適な広域化形態を検討し、実行に移すための手順や材料を提供

するために、社団法人 日本水道協会が厚生労働省の委託を受け平成17年度から３カ年計画で行っ

てきた調査・検討結果をとりまとめたものである。

この中では「新たな水道広域化推進事業調査委員会」を設置するとともに、モデル地域を設定し、

地域の実情に応じた多様な形態の水道広域化の検討、アンケートやヒアリング等により事業統合や

管理の一体化、施設の共同化等の事例調査等を行ってきた。

本書が、新たな水道広域化を検討するうえでの手引きとして、広域的水道整備計画や水道整備基

本構想（もしくは都道府県版地域水道ビジョン）などを策定、改定する際に活用されることを期待

するものである。

我が国の水道事業の運営基盤が強化され、将来にわたり持続可能なシステムとなり続けることを

願ってやまない。

平成20年８月

新たな水道広域化推進事業調査委員会

委員長 藤 田 賢 二
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